
【都道府県順】

⽔稲 ⻨ ⾖類 野菜 果樹 花き
茶・
地域

整備事業 ⽣産⽀援事業

1 北海道 斜⾥町 ⽣産コストの10％以上削減 ○ ○ ー 機械リース
2 北海道 ⼤空町等 販売額の10％以上の増加 ○ ○ 穀類乾燥調製貯蔵施設 ー

3 北海道 池⽥町
販売額の10％以上の増加
契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○

○ 集出荷貯蔵施設 ー

4 ⻘森県 藤崎町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
5 岩⼿県 花巻市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
6 秋⽥県 男⿅市 ⽣産コストの10％以上削減 ○ 乾燥調製施設 ー
7 福島県 会津美⾥地区 販売額の10％以上の増加 ○ ○ 集出荷貯蔵施設 ー
8 栃⽊県 ⿅沼市 販売額の10％以上の増加 ○ ⽣産技術⾼度化施設 ー
9 群⾺県 太⽥市 集出荷・加⼯コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設 ー
10 千葉県 銚⼦地区 集出荷・加⼯コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設 ー
11 ⼭梨県 南アルプス市 販売額の10％以上の増加 ○ 集出荷貯蔵施設 機械リース
12 新潟県 ⻑岡市 契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○ 乾燥調製施設 ー
13 富⼭県 ⼊善町 輸出向け年間出荷量の10%以上の増加 ○ 乾燥調製施設 ー
14 ⽯川県 志賀町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
15 岐⾩県 揖斐川町 契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
16 愛知県 設楽町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース・資材導⼊
17 三重県 伊勢市 販売額の10％以上の増加 ○ 育苗施設 ー
18 京都府 京都市 販売額の10％以上の増加 ○ ⽣産技術⾼度化施設 ー
19 ⿃取県 ⿃取市 販売額の10％以上の増加 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
20 徳島県 佐那河内村･徳島市地区 集出荷・加⼯コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設等再編利⽤ ー
21 ⾹川県 三豊市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 資材導⼊
22 福岡県 朝倉市、筑前町、東峰村 販売額の10％以上の増加 ○ ー 資材導⼊
23 佐賀県 嬉野市 販売額の10％以上の増加 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
24 ⻑崎県 雲仙市 販売額の10％以上の増加 ○ 育苗施設 機械リース・資材導⼊
25 宮崎県 ⽇南市、串間市 販売額の10％以上の増加 ○ 集出荷施設 機械リース
26 沖縄県 名護市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
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⾴ 都道府県 市町村等 成果⽬標
品⽬名 ⽀援内容



【成果⽬標順】

⽔稲 ⻨ ⾖類 野菜 果樹 花き
茶・
地域

整備事業 ⽣産⽀援事業

1 北海道 斜⾥町 ⽣産コストの10％以上削減 ○ ○ 機械リース
6 秋⽥県 男⿅市 ⽣産コストの10％以上削減 ○ 乾燥調製施設 ー
9 群⾺県 太⽥市 集荷コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設 ー
10 千葉県 銚⼦地区 出荷コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設 ー
20 徳島県 佐那河内村･徳島市地区 集出荷コストの10%以上削減 ○ 集出荷貯蔵施設等再編利⽤ ー
2 北海道 ⼤空町等 販売額の10％以上の増加 ○ ○ 穀類乾燥調製貯蔵施設 ー
4 ⻘森県 藤崎町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
5 岩⼿県 花巻市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
7 福島県 会津美⾥地区 販売額の10％以上の増加 ○ ○ 集出荷貯蔵施設 ー
8 栃⽊県 ⿅沼市 販売額の10％以上の増加 ○ ⽣産技術⾼度化施設 ー
11 ⼭梨県 南アルプス市 販売額の10％以上の増加 ○ 集出荷貯蔵施設 機械リース
14 ⽯川県 志賀町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース
16 愛知県 設楽町 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース・資材導⼊
17 三重県 伊勢市 販売額の10％以上の増加 ○ 育苗施設 ー
18 京都府 京都市 販売額の10％以上の増加 ○ ⽣産技術⾼度化施設 ー
19 ⿃取県 ⿃取市 販売額の10％以上の増加 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
21 ⾹川県 三豊市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 資材導⼊
22 福岡県 朝倉市、筑前町、東峰村 販売額の10％以上の増加 ○ ー 資材導⼊
23 佐賀県 嬉野市 販売額の10％以上の増加 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
24 ⻑崎県 雲仙市 販売額の10％以上の増加 ○ 育苗施設 機械リース・資材導⼊
25 宮崎県 ⽇南市、串間市 販売額の10％以上の増加 ○ 集出荷施設 機械リース
26 沖縄県 名護市 販売額の10％以上の増加 ○ ー 機械リース

3 北海道 池⽥町
販売額の10％以上の増加
契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○

○ 集出荷貯蔵施設 ー

12 新潟県 ⻑岡市 契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○ 乾燥調製施設 ー
15 岐⾩県 揖斐川町 契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上 ○ 農産物処理加⼯施設 ー
13 富⼭県 ⼊善町 輸出向け年間出荷量の10%以上の増加 ○ 乾燥調製施設 ー

⽀援内容
⾴ 都道府県 市町村等 成果⽬標

品⽬名
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～29年度：計画作成主体：斜里町農業再生協議会）（北海道）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果
②生産コストの削減
③経営主の負担軽減
④作物の生育に合わせた適期管理

【事業実施による間接効果】
①担い手による作付面積が拡大し、生産
量が増加

②産地の耕作放棄地発生の抑制

【産地の課題及び取組方向】

斜里町では畑作三作を中心に自然環境と土地資源を活かした大規模農業を展開して
いるが、農業の担い手の減少や高齢化の進行による労働力不足が深刻な問題となって
おり、経営規模の拡大に限界が生じつつあるなど、農作業の省力化への対応が急がれ
ている。課題である大規模畑作農業の低コスト・省力化体系の確立に向け、小麦、馬鈴
しょ、てん菜の主要三作において、トラクターの自動操舵機器・可変施肥機器を
リース導入し、生産コストの10％以上の削減を目指す。

地域における独自の取組

・新たな品種、農薬、栽培技術等の地域適応性を確認する
試験圃場を運営
・栽培技術講習会の開催
・斜里町農業ICT推進協議会が中心となり、次世代スマー ト
農業スタイルの構築を目的としたICT技術の利用法を模索

〈主な取組〉

北海道
斜里郡
斜里町全域

【産地の体質強化に向けた方策】
①トラクターの自動操舵機器をリース導入することで、作業を家族間で分散し家族労働の
効率化を図ることで労務費の削減を図る。

②可変施肥対応ブロードキャスターのリース導入により作物個体の生育に応じた施肥管
理を行い、資材コストの削減及び品質向上を図る。

生産コストが
18.7％低減

（達成率154.3％）

取組の概要

Ｈ27 R1Ｈ29 Ｈ30

目標値
50,985円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（生産コスト）

56,789円/10a

46,933円/10a
47,830円/10a

59,789円/10a

産地体制

対象品目 ：小麦、馬鈴しょ、てん菜
（産地面積：8,190ha）

主な取組主体：斜里町農業ICT推進協議会
農業者197名（受益者）

成果目標 ：生産コストの10％以上の削減
基準（H27年度）56,789円/10a
目標（R1年度） 50,985円/10a

導入施設等 ：生産支援事業
機械リース
自動操舵システム309台
可変施肥対応ブロードキャスター28台
クロップスペック2台

機械一式のリース導入
協議会 各栽培農業者
・リース契約 ・導入機械活用によるコスト低減の取組
・ICT技術研修会の開催 ・可変施肥試験圃場の提供

・可変施肥による収量・生育
状況調査(普及センター)

・計画の管理・進行（再生協）

指導・助言

斜里町農業ICT推進協議会

・農業者への直接的な指導
・RTK基地局の維持・管理

JA

情報共有
指導・助言

普及センター・再生協等
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：大空町農業再生協議会） （北海道）

対象品目 ：豆類（産地面積3,716㏊）
麦類（産地面積2,744㏊）

主な取組主体：大空町
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H26年度） 98千円/10a
目標（H30年度） 126千円/10a

導入施設等 ：整備事業（穀類乾燥調製貯蔵施設）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①施設の再編整備や乾燥調製体制の省力
化による運営コストの低減

②麦類、豆類の調製能力等が向上すること
により、製品の品質向上・安定やロット確保
が可能となりることによる販売額の増加

【事業実施による間接効果】
①生産意欲の増加による生産者の作付面積
が拡大し、生産量が増加

②生産者の所得向上につながり、産地強化

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

当管内における豆類は重要な輪作構成物であり、近年の温暖化により作柄が安
定していることからも生産意欲が高まりつつある。
しかしながら、既存施設は生産意欲に見合った調製能力を有しておらず、老朽

化も進んでいること、現行の調製能力では実需者要望および早期有利販売に対応
するのは困難なことから、管内系統６工場の再編整備と共同選別により製品の品
質向上・安定と有利販売につなげ販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・地元企業等と農商工連携による差別化商品の開発
・東アジア等のインバウンド需要への有利販売の推進
・地域住民への就労機会の提供を通じた地域貢献

〈主な取組〉

穀類乾燥調製貯蔵施設の整備
・トレサビリティの確立による安全性の確保
・計画的な原料集荷による品質の安定
・生産者ごとの格付に基づく効率的な調製

生産者
A

A
農協

【産地の体質強化に向けた方策】

①原料集荷のストックポイント化により、生産者出荷労力の軽減と効率的な集出荷体制
の構築を図る。

②小麦を含む共用施設として年間を通した効率的な稼働を実現することで、運営コストを
低減し、生産者負担の軽減を図る。

③製品倉庫保有により、製品流通経費の削減と出荷体制の強化を図る。

④再編整備と共同選別により製品の品質向上・安定と有利販売につなげ販売額の増加
を図る。

販売額が３７．８％
増加

（達成率１３２％）

取組の概要

135千円/10a

98千円/10a

Ｈ26 Ｈ30

畑
作
農
家

大空町 オホーツクビーンズファクトリ 実
需
者

需要に応
じた供給

目標値
126千円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（販売額）

北海道
大空町、滝上町、湧別町、
遠軽町、佐呂間町、北見
市、置戸町、訓子府町、網
走市、美幌町、津別町、小
清水町、清里町、斜里町

生産者
B

生産者
Cストックポイント

B
農協

C
農協

調製計画に基づく
集荷

生産者毎サンプル
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：池田町農業再生協議会） （北海道）

対象品目 ：豆 類（産地面積：411.8㏊）
馬鈴しょ（産地面積：175.8㏊）

主な取組主体：十勝池田町農業協同組合
成果目標 ：（豆類）契約栽培の割合の10％以上の増加

かつ50％以上とすること
基準（H21～25年度の5中3平均）31.7％
目標（H30年度）51.6%

（馬鈴しょ）販売額の10％以上の増加
基準（H21～25年度の5中3平均）

156,482円/10a
目標（H30年度）198,738円/10a

導入施設等 ：整備事業（集出荷貯蔵施設）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①品質向上による契約栽培率の上昇
②安定的な温度管理による販売額の増加

【事業実施による間接効果】

担い手による作付面積が拡大し、生産量が
増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

豆類は、長期貯蔵における害虫の寄生や品質劣化等に対する品質維持
の取組がユーザーから強く求められている。馬鈴しょは、長期貯蔵にお
ける安定的な温度管理ができておらず、品種によっては有利販売ができ
ていない状況である。以上のことから、長期貯蔵における豆類の品質維
持及び馬鈴しょの安定的な温度管理を行うため、集出荷貯蔵施設を整備
することにより、契約栽培の増加や販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・豆類は、高品質を売りに、20年以上前から独自で販路
を拡大し、契約栽培に取り組むことで、安定供給・需
要の維持拡大・生産者の再生産価格を確保

・馬鈴しょは、直接取引による有利販売

〈主な取組〉

集出荷貯蔵施設の整備
・長期保存による実需に対応

した出荷の実現

・品質劣化防止対策による
品質安定化

作付面積拡大

・栽培マニュアル作成

・定期的な栽培技術講
習会の開催

北海道
池田町
池田地区

【産地の体質強化に向けた方策】

長期貯蔵における品質維持・向上により、契約栽培の割合の増加を図るため
に集出荷貯蔵施設を整備する。

栽培農家

①契約栽培割合が113.3%増加
②販売額が61.1％増加

（達成率①180.4%、②226.2％）

取組の概要

252,072
円/10a

31.7％

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

156,482
円/10a

226,763
円/10a

十勝池田町農業協同組合

町・普及センター等

指導・助言

需要に応じた供給

品位・単価等の共有

実
需
者

需要に応じた供給

目標値
198,738円
/10a

（基準年） （目標年）

実績値（契約栽培割合、販売額）

目標値
51.6％

67.6％47.6％

指導・助言
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：藤崎町担い手育成総合支援協議会） （青森県）

ポイント

取組成果

【事業実施による効果】
○高性能スピードスプレー

ヤーの導入により、効果
的な防除を実現。

○減農薬やエコファーマー
認証に取り組むことによ
り、販売額増加を実現。

○高品質、高付加価値のり
んごの生産につながり、
産地の強化が図られた。

りんごの販売額が
２０％増加

（達成率１７０．１％）

取組の概要

産地体制

機械リース（スピードスプレーヤー）
・共同防除による品質向上
・減農薬栽培による高付加価値化

・減農薬栽培等の指導
・認証取得への取組指導

林崎共同防除組合

町、県、農協等

指導・助言 需要に応じた供給

実績値（販売額）

青森県
藤崎町
林崎地区

対象品目 ：果樹（りんご）（産地面積：45.6ha）
主な取組主体：林崎防除組合
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度）作付面積 ：39.7ha
りんごの販売額：559,810円/10a

目標（H30年度）作付面積 ：45.6ha
りんごの販売額：615,885円/10a

導入施設等 ：生産支援事業

(機械リース スピードスプレーヤー ４台)

地域における独自の取組

○りんご産地としての競争力強化を図るため、園地の若返りや消費者
ニーズの高い品種への更新等の取組

○町による果樹共済加入農業者への共済掛金の一部補助、交信攪乱
剤設置に係る経費や対象病害虫の発生状況調査等への補助を実施

〈主な取組〉

559,810円/10a

Ｈ27年度
(基準年)

Ｈ29年度 Ｈ30年度
(目標年)

603,735円/10a
674,059円/10a

【産地の課題及び取組方向】

りんごの販売額10％以上増加の実現に向け、取組主体（林崎防除組合）が
地域の関係者（町、県、JAつがる弘前等）と一体となって栽培方法の改善や
面積の拡大に取り組むことによって高付加価値りんごを生産し、そのブラン
ド化を図る。

【産地の体質強化に向けた方策】
①交信かく乱剤設置とりんごＩＰＭ技術を組み合わせた減農薬栽培への取組
②防除受託面積拡大による交信かく乱剤設置効果の増進
③エコファーマー認証取得者の増加
④高性能スピードスプレーヤーによる効果的な防除による商品化率向上

実需者

目標値
615,885円/10a
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成29年度：計画作成主体：花巻市農業推進協議会） （岩手県）

対象品目 ：ハトムギ（産地面積：15ha）
主な取組主体：（合）アグリフロンティア
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度）12,827円/10a
目標（R1年度） 36,000円/10a

導入施設等 ：生産支援事業
（トラクター、防除機、汎用コンバ
インのリース）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①永年性牧草等から地域振興作物（ハトム
ギ）への作付転換の取組

②中心経営体への農地の集積及び高性能
機械等の導入による効率的生産かつ規
模拡大の取組

【事業実施による間接効果】

担い手による作付面積が拡大し、生産量
が増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

中山間地域での農地の集積が
課題となっている中、これまで
個人で行ってきたハトムギ栽培
を法人に利用権設定や作業受託
することにより、栽培方法を統
一し、高位均質化を図ること等
を通じて販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

定期的な栽培技術講習会の開催

〈主な取組〉

栽培管理機械の整備
・適期の除草作業
・適期の防除作業
・適期の収穫作業

ハトムギ

・選果基準及び栽培マ
ニュアル作成

・定期的な栽培技術講
習会の開催

岩手県
花巻市
小山田地区

【産地の体質強化に向けた方策】
担い手が「ハトムギ」の作付けに

必要な機械等のリース導入支援

栽培農家

販売額が256％
増加

（達成率142%）

取組の概要

45,730円/10a

12,827円/10a

Ｈ27
（基準年）

稲作農家

農事組合法人1経営体

機械リース

普及センター等

指導・助言

需要に応じた供給

品位・単価等の共有

実
需
者

需要に応じた供給

目標値
36,000円/10a

花巻市

R1
（目標年）

地区の概要

稲作

転換

実績値（販売額）

Ｈ29

11,926円/10a

Ｈ30

36,900円/10a
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103千

円/10a

100千

円/10a

87千円

/10a

H27 H29 H30

産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：男鹿市農業再生協議会） （秋田県）

対象品目 ：水稲（産地面積：120㏊）
主な取組主体：(農)いりあいファーム滝の頭

農業者13名
成果目標 ：生産コストの10％以上の削減

基準（H27年度） 103千円/10a
目標（H30年度） 92千円/10a

導入施設等 ：整備事業
乾燥調製施設 517m2

（処理量：548ｔ（乾籾））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

ライスセンター（共同利用施設）建設による
低コスト化、省力化

【事業実施による間接効果】

水稲作業の効率化による、ねぎの生産拡
大、地元雇用の確保

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

H27年に、基盤整備事業に伴い農事組合法人いりあいファーム滝の頭が設立され、
同法人に農地が集積された。
基盤整備地区の中心地にミニライスセンターを整備し、担い手による機械・施

設の共同利用等により生産コスト削減を図るとともに、水稲作業の効率化により
複合作物の生産拡大を図る。

地域における独自の取組

○園芸作物（ねぎ）の拠点整備に伴う機械・施設の導入支援

○地元の名水「滝の頭湧水」を農業用水として利用したブラン
ド米の生産・販売支援

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
①基盤整備事業によるほ場の大区画化
②法人への農地集積による作業の効率化
③基盤整備地区の中心地にミニライスセンターを整備し、水稲部門の作業を効率化

生産コストが
15.3％減少

（達成率147.1％）

取組の概要

（基準年） （目標年）

実績値（生産コスト）

秋田県
男鹿市
五里合地区

地域の関係者（男鹿市、ＪＡ秋田みなみ（現：ＪＡ秋田な

まはげ）、秋田県秋田地域振興局）がプロジェクトチームを
組織し、事業を推進

〈県・市単独事業〉

○県単独事業「未来にアタック！農業夢プラン応援事業」・
「ネットワーク型園芸拠点整備事業」による機械・施設の導
入支援

○市単独事業「販路拡大支援事業」による資材等の導入支援

目標値 92千円/10a
（▲10.4％）
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：会津みどり地域農業再生協議会） （福島県）

対象品目
：野菜（ｷｭｳﾘ,ｲﾝｹﾞﾝ） （産地面積：25.6ha）
花き（ｷｸ,ｶｽﾐｿｳ,ｽﾀｰﾁｽ）（産地面積：13.2ha）

主な取組主体：会津よつば農業協同組合
成果目標

：販売額の10％以上の増加
野菜 花き

基準（H27年度）154.0万円/10a 92.3万円/10a
目標（H30年度）172.1万円/10a 101.6万円/10a

導入施設等
：整備事業（集出荷貯蔵施設、予冷設備）

ポイント

取組成果

産地体制

地域における独自の取組

単位面積あた
りの販売額が
野菜：26％、花
き：27％増加

（達成率
野菜：222.7％、
花き：268.8％）

取組の概要

福島県
大沼郡
会津美里地区

地域の関係者（会津美里町、ＪＡ会津よつば、福島県
会津農林事務所）が一体となって、事業を推進

町、ＪＡ、県が連携して生産者の栽培技術向上を図り、
収量増加及び品質向上を推進

ＪＡ独自の「パイプハウス賃貸事業」により、一部施設
化を推進

〈県・市町村等単独事業〉

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
○予冷庫付属の集出荷施設の整備により、野

菜・花きの品質向上が図られ、市場ニーズに
対応した出荷調整を図ることにより、販売額
10％以上の増加を実現。

○出荷作業の効率化が図られるため、作付面
積拡大が可能となる。

○各部会で作型、品種の統一を図り、施設化推
進等により収穫期間延長に取り組み、出荷
量の増加を目指す。

【事業実施による直接効果】

①地域の主要品目であるキュウリ等の更なる生
産量の拡大。

②予冷庫を新たに整備したことにより、品質が向
上・安定。また、集出荷が効率化したことによ
り予約販売が可能となり、単価が向上。

③出荷労力削減による作付面積、出荷量の増加。
④出荷期間延長による販売額の増加。

【事業実施による間接効果】
販売額の増加により、キュウリ産地の拡大、そ

の他品目の産地化を実現。

Ｈ27
(基準年)

Ｈ29

203.3万円/10a

目標値
172.1万円/10a

Ｈ30

野菜

Ｈ27
(基準年)

Ｈ29

137.5万円/10a

目標値
101.6万円/10a

Ｈ30

花き
価格補正後

(194.3万円/10a) 価格補正後
(117.3万円/10a)

【産地の課題及び取組方向】
○既存集荷場は３カ所に分散

しているため、出荷規格が
統一できず、出荷作業が非
効率になっている。

○既存施設には予冷庫がなく、
鮮度保持に課題がある。
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～29年度：計画作成主体：鹿沼市農業再生協議会）（栃木県）

対象品目 ：野菜（トマト）（産地面積：５㏊）
主な取組主体：上都賀農業協同組合低コスト

ハウス第３利用組合 農業者５名

成果目標 ：販売額の10％以上の増加
基準（H27年度） 202,570千円
目標（H30年度） 222,827千円

導入施設等 ：整備事業
（低コスト耐候性ハウス1.16ha）

ポイント

取組成果産地体制

【産地の課題及び取組方向】

近年、高齢化による農業者の離脱や後継者不足等により、農業者の減少が進む
中、本市のトマト栽培は盛んで、特産のいちごやにらとともに市の三大園芸作物
に位置付けられ、生産量・出荷額も増加傾向にあることから、これからも発展す
ると考えられる。
このため、本事業によってトマトの面的な拡大と単収向上、品質向上による単

価アップを図り、競争力を高め次代を担う若者がトマト栽培に魅力を持って参入
できる産地づくりを目指す。

地域における独自の取組

〈主な取組〉

鹿沼市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施等

・鹿沼市
・上都賀農業協同組合

・上都賀農業振興事務所
（県）

【産地の体質強化に向けた方策】

①低コスト耐候性ハウスの整備により、生産規模の拡大・単収向上を実現

②販売額の増加、ブランド化によりトマト産地の強化を実現

③品質向上による上位等級品の安定出荷の実現

販売額が27.5%増加
（達成率：２６１％）

取組の概要

202,570千円

Ｈ27
（基準年）

Ｈ30
（目標年）

販売額

○ かぬまブランドの認定を受けている

○ 鹿沼市ふるさと納税返礼品「まごころ便」への取組

情報共有

支援

支援

栃木県
鹿沼市

【事業実施による直接効果】

低コスト耐候性ハウス導入により

①作付面積の拡大

②生産量・単収の増大

③品質向上による上位等級品率の向上

【事業実施による間接効果】

①産地確立に向けた機運のさらなる上昇

②栽培・管理技術の向上

目標値 222,827千円

8
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：太田市地域農業再生協議会） （群馬県）

対象品目 ：野菜（ﾎｳﾚﾝｿｳ、ｺﾏﾂﾅ、ﾚﾀｽ、ｷｬﾍﾞﾂ
ﾈｷﾞ、ｱｶｼｿ、ｴﾀﾞﾏﾒ、ﾆﾗ、ﾐｽﾞﾅ等）
産地面積：178.6ha(新田･尾島地域)

主な取組主体：新田みどり農業協同組合
対象生産者574名(新田･尾島地域)

成果目標 ：集荷コストの10％以上の削減
基準（H26年度）10,905円/t
目標（H30年度） 9,281円/t

導入施設等 ：整備事業
集出荷貯蔵施設(真空予冷装置)

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

従来２か所あった真空予冷施設を１か所
に集約したことで作業効率が上がり、人件
費、メンテナンスコスト等が削減され、出荷
者の手数料を下げることができた。
【事業実施による間接効果】

生産コストの削減により、産地間競争力
が強化できたことで、産地の維持と生産者
の意欲向上が図られた。

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

新田みどり農協管内の新田・尾島地区は野菜の生産が盛んで、ホウレンソウ、
エダマメ、加工用レタスなど、鮮度が重視される品目が多数を占めている。
近年、加工用契約栽培の産地拡大を進めている中で、予冷による鮮度保持の重

要性が増してきている。これまで２か所に設置されていた予冷施設を活用してき
たが、市街化の進展や生産者の高齢化等により、集荷量が当初の計画よりも減少
していることから、施設の集約・再編による利用計画の変更に取り組む。

地域における独自の取組

加工用レタスでは実需者の要望により、ＭＧＧ（ﾏｸﾄﾞﾅ
ﾙﾄﾞｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｷﾞｬｯﾌﾟ）に取り組んでいる。また、キャベツで
は土壌分析を行い、ミネラル栽培に取り組んでいる。

〈主な取組〉

集出荷貯蔵施設の整備
・真空予冷装置の集約・再編
・野菜を中心とした産地振興
・加工用需要への対応と産地化

・野菜の作付け拡大
・加工用品目への取組拡大
・ＧＡＰによる安全性の向上 ・技術指導、担い手の育成

・産地振興のﾄｰﾀﾙｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

新田・尾島地域

【産地の体質強化に向けた方策】

①従来からの真空予冷施設（２か所）を集約・再編することで、作業効率を上げ、人件費
やメンテナンスコスト等を削減する。

②加工用契約販売の拡大により、安定収入を確保し、生産者の栽培意欲を向上させ、栽
培面積の維持・拡大を図り出荷量を増大する。

生産者

集荷コストの
10％以上を削減
（達成率１６４．６％）

取組の概要

10,905円/t

Ｈ26 Ｈ30Ｈ28 Ｈ29

10,046円/t

新田みどり農業協同組合

普及指導機関

生産物の安定出荷
産地育成

実
需
者

需要に応じた供給

目標値
9,281円/t

（基準年） （目標年）
実績値(１ｔあたり集荷コスト)

9,776円/t

8,232円/t

群馬県太田市

指導・助言

・補助事業活用による産地振興

太田市地域農業再生協議会

連携

有利販売
連携
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：銚子地域農業再生協議会） （千葉県）

対象品目 ：野菜（未成熟とうもろこし）
（産地面積：205㏊）

主な取組主体：ちばみどり農業協同組合
成果目標 ：出荷コストの10％以上の削減

基準（H27年度）3.12円/5kg
目標（H30年度）2.70円/5kg

導入施設等 ：整備事業
（集出荷貯蔵施設（真空予冷装置））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①施設整備による集荷機能の効率化
②冷却時間短縮によるコスト節減
③共同集荷によるコスト節減
④事業活用による初期投資の節減

【事業実施による間接効果】
①効率的な予冷体制構築により品質

向上が図られ、さらに引き合いが強
まり、販売単価（量）が増加

②販売額・知名度が高まることで生産・
集荷量の増加が図られ、共同集荷の
効率化によるコスト節減

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

産地ではキャベツと組み合わせた栽培体系で未成熟とうもろこしの栽培が拡大
傾向にあり、予冷施設の能力不足が懸念されていた。
また、消費者からは新鮮な農産物を望む声があり、市場や量販店から収穫即日

搬入が求められていた。
このことから、産地の安定した生産体制の構築及びより一層の競争力強化を推

進するため、集出荷体制を効率化し、出荷コスト低減を目指す。

地域における独自の取組

・未成熟とうもろこし「黒潮バンタム」のブランド化

・コールドチェーン強化により、収穫当日に鮮度保持を
行った商品を実需者に提供

〈主な取組〉

銚子地域農業再生協議
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

ちばみどり農業協同組合
①取組計画の作成
②取組実施 等

・海匝農業事務所（県）
・銚子市

情報共有

・ちばみどり農業協同組合が
主体となって事業を推進

・銚子市が積極的にサポート

千葉県
銚子地区

【産地の体質強化に向けた方策】
①真空予冷施設の整備により、産地の集出荷体制を効率化し、生産体制の強化を図る。

②効率的な真空予冷施設の整備により、産地の競争力強化を進め、出荷コスト低減や生
産者の所得向上を図る。

指導・助言

出荷コストが13.5%
削減

（達成率100%）

取組の概要

2.70円/5kg

3.12円/5kg

Ｈ27
(基準年)

Ｈ30
(目標年)

Ｈ29

2.52円/5kg
目標値
2.70円/5kg
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：南アルプス市地域農業再生協議会）
（山梨県）

対象品目 ：果樹（ブドウ）（産地面積10.59㏊）
主な取組主体：JA南アルプス市、農業者970名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度） 164百万円
目標（H30年度）184.5百万円

導入施設等 ：整備事業
（集出荷貯蔵施設（保冷施設））
生産支援事業

（機械リース（携帯用透過式非破壊
糖度計測器3式））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①保冷施設による長期保存

②透過式非破壊糖度計測器による出荷果
実品質の向上

【事業実施による間接効果】

①出荷時期をずらした差別化販売が可能
となり、販売額が増加

②市場評価の高まって引き合いがさらに強
まり、販売額が増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

「シャインマスカット」は、実需者や市場からの引き合いが強いものの、事業導入

以前は収穫適期の判断が困難だったため、透過式非破壊糖度計測器を導入し使用する

ことで、見極めが容易になり、品質が均質化することで販売力の強化につながる。

また保冷庫で貯蔵することで非収穫期に有利販売も可能となる。

一方、意欲的な担い手が「シャインマスカット」へ改植し収量が増加傾向にあるこ

とから、これらの農家が栽培に取り組むとともに、長期間の出荷実現や選果基準の統

一により、品質安定化を図ること等を通じて販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・ブドウ「シャインマスカット」は、 特に品質が優れたものを
「特秀品」として区分け、高級果専店などでの有利販売を
行っている。

・市単独事業として、整備費を支援（１／４補助）

〈主な取組〉

集出荷貯蔵施設の整備
・保冷施設による長期保存

【機械リース】

携帯用透過式非破壊糖度計
測器の活用

・品質向上、省力化技術
の普及、定着支援
・長期保存に向けた技術
確立支援

山梨県
南アルプス市

【産地の体質強化に向けた方策】

①長期出荷を可能とし有利販売を実現するために必要な保冷施設の導入

②選果基準を客観的に判断する透過式非破壊糖度計測器のリース導入

ブドウ栽培農家

販売額が114.6％
増加（目標：12%増加）

（達成率９４８．９％）

取組の概要

352百万円

164百万円

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

317百万円

JA南アルプス市

普及センター等指導・助言

実
需
者

目標値
184.5百万円

（基準年） （目標年）
実績値（販売額）

・適正な収穫時期の把握

安定供給 連携
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～29年度：計画作成主体：長岡市農業再生協議会） （新潟県）

対象品目 ：水稲（主食用米、加工原料用米）
（産地面積2,025㏊ ）

主な取組主体：越後さんとう農業協同組合
成果目標 ：契約栽培の割合の10％以上の増加

かつ50％以上とすること
基準（H27年度） 40.9％

目標（H30年度） 73.7％
導入施設等 ：整備事業（乾燥調製施設）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

荷受体制の整備により、加工原料用米
等の生産拡大が図られ、需要に応じた米
の契約栽培が拡大。

【事業実施による間接効果】

荷受品種の見直しと施設の機能強化に
より、集中している荷受時期が分散される
とともに、担い手の作業の効率化が図ら
れ品質低下を防止。

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

地元の実需企業（酒造・製菓製造業者）から加工原料用米（酒米・もち米）の安
定供給ニーズがあるものの、十分に供給できていない状況であった。また、集落営
農（農業法人）や担い手へ農地集積が進むことに伴い荷受が集中し、適期収穫がで
きず、周辺地域に比べて品質が低下していた。このため、乾燥調製施設（ライスセン
ター）を再編整備することで、処理能力と荷受体制の強化を図り、需要に応じた契約栽培
を進め、産地の高収益化に取り組んだ。

地域における独自の取組

・地元酒造会社と結びついた酒米生産の取組

・地区内の乾燥調製施設（ライスセンター）の利用体制
の再編について、市単独事業により助成（41百万円）

〈主な取組〉

新潟県
長岡市
さんとう北部地区

【産地の体質強化に向けた方策】

①地区内の実需企業（酒造・製菓製造業者）より求められている原料米の増産に対応す
るために乾燥調製施設を整備

②また、実需に対応できる品質を確保するため、地区内の乾燥調製施設（ライスセンター）
の利用体制を再編

契約栽培率が
34.3％増加

（達成率104.6％）

取組の概要

40.9%

Ｈ27 Ｈ29 Ｈ30

46.2%

75.2%
目標値
73.7%

（基準年） （目標年）実績値

●乾燥調製設備機能増強
●共同乾燥施設利用体制再編

・新たな実需に対応
・玄米品質の高位平準化

・新たな実需に対応した生産拡大
・作業効率化による適期収穫・品質向上

・安定生産支援
・コスト低減支援 等

栽培農家

ＪＡ越後さんとう

関係機関
(県・長岡市・出雲崎町）

需要に応じた供給
高品質米の供給

実
需
者

需要に応じた安定供給
・契約栽培の増加

米の契約栽培割合
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成30年度：計画作成主体：入善町農業再生協議会）（富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積：1,315ha）
（うち輸出用米： 34ha）

主な取組主体：ＪＡみな穂
成果目標 ：輸出向け出荷量の10％以上の増加

基準（H28年度）191ｔ
目標（R２年度）345ｔ

導入施設等 ：整備事業（乾燥調製施設）
（乾燥機、貯留タンク、色彩選別機 等）

ポイント

事業効果

【事業実施による直接効果】

①乾燥機、色彩選別機等の整備により、高品質
な輸出用米の出荷量の増大（均質化、フレコ
ン出荷対応）

②共同利用施設の利用により、輸出用米等の
生産コストの縮減

【事業実施による間接効果】
①担い手の施設利用による過剰投資の回避と
経営規模の拡大

②「みな穂米」のイメージ向上

推進体制

地域における独自の取組

・輸出用米の販路拡大に向けたＰＲ活動

・輸出用米、米粉用米、備蓄米のプール計算方式の実施

・地域営農とも補償制度を柱とした生産調整の実施

〈主な取組〉

【入善町農業再生協議会】
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

【取組主体：ＪＡみな穂】
①取組計画の作成
②取組実施 等

・新川農林振興センター
（県）

・入善町
・JAみな穂

情報共有

・協議会と取組主体（法人）と
の情報共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び農協
によるサポート体制

【産地の体質強化に向けた方策】
○ライスセンターの能力増強等を進め、入善町の農地集積率75％を占めている集落営農組織や認定
農業者等の連携を図り、大規模経営体が利用しやすい施設として改善する。

〇また、安全・安心で均一な輸出用米等の新規需要米を大ロットで安定出荷することにより価格の向上
を図る。特に需要増大が期待される中国への輸出用米について、卸業者との連携を強化し、ニーズに
合った商品の供給を図るため、施設利用のメリットを最大限発揮する。

指導・助言

輸出用米の
出荷量が
172%増加
（達成率214%）

取組の概要

520t

191t

Ｈ28
（現状）

Ｒ１Ｈ29 Ｈ30

344t
405t

富山県
入善町

【取組の主題（テーマ）または課題】

〇ＪＡみな穂管内の既存のライスセンター７箇所については、Ｓ45年～Ｓ53年に建設され、既に
40年以上経過しているため、老朽化による施設能力の低下と利用率の低下が懸念されている。

〇また、担い手の経営規模拡大等に伴い、１回当たりの搬入量が増えており、荷受量の増大が
求められている。

○輸出用米を柱とした新規需要米の生産拡大を図るため、高品質で均一な「みな穂米」を安定供
給する拠点施設として、入善町の中心に位置する当該ライスセンターの能力増強が必要となっ
ている。

目標：345t
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～30年度：計画作成主体：志賀町農業活性化協議会）（石川県）

対象品目 ：ころ柿（産地面積86ha）
主な取組主体：ＪＡ志賀ころ柿部会
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
基準(H27年度)販売額：135,486円/10a（84.4ha）
目標(H30年度)販売額：149,903円/10a（86.0ha）

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース）
冷却機能付除湿器、全自動皮むき機、

自動包装機、動力噴霧器

ポイント

取組成果

【安定生産体制の整備】

冷却機能付除湿機の導入によりカビの発生
を抑制し、高品質・安定生産体制を整備

【生産量拡大による販売額の増加】

産地面積の拡大、加工・防除作業の効率化
により生産量を増加させ、販売額の増加を
実現。

産地体制

地域における独自の取組

・ＧＩ登録によるブランド力強化、アジア圏への輸出拡大の推進
・産地面積の拡大、生産者数の増加を図る

〈主な取組〉

機械リース
・病害虫の適期防除

・販売額増加

ころ柿の販売額
１９．３％増加

（達成率１８０．７％）

取組の概要

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

JA志賀ころ柿部会

羽咋農林事務所
志賀町

指導・助言

（基準年）
実績値

石川県
志賀町
旧志賀地区

135,486円/10a

161,534円/10a

144,558円/10a

136,924円/10a

目標値149,903円/10a

Ｒ元

【革新的な方策（産地イノベーション）】

冷却機能付除湿機の導入によりカビの発生を抑制し、商品化率の向上を図るとともに、
動力噴霧器、全自動皮むき機等、自動包装機の導入により、防除・加工・包装作業の効
率化を図る。

実
需
者

需要に応じた供給

【取組の主題（テーマ）及び課題】
当該産地で生産される干し柿「能登志賀ころ柿」は、平成28年10月に地理的表示(GI)と

して登録され、ブランド力向上・販売拡大が期待されている。しかし、昨今の気象変化に
より、ほ場での炭疽病の多発や11月の自然乾燥時が高温多湿となり、カビが発生すると

いった課題が浮き彫りになっていた。また、ころ柿はセロハンで１個ずつ手作業で包んで
いたため、人的労力を要するのと、化粧箱による販売しかできないため、販売の多様化
が求められていた。
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：揖斐川町農業再生協議会） （岐阜県）

取組の概要

対象品目 ：茶 （産地面積：58㏊）
取組主体 ：農事組合法人桂茶生産組合

（農業者63名）
成果目標 ：契約栽培の割合の10％以上の増加

かつ50％以上とすること
基準（H27年度） 53％
目標（H30年度） 89％

導入施設等：整備事業（農産物処理加工施設
（レンガ積てん茶炉））

ポイント

産地体制

【産地の課題及び取組方向】
てん茶工場にレンガ積てん茶炉と強制熱風方式のてん茶炉があり、製法が

異なることから、品質にバラツキが生じていた。
このため、荒茶の加工方法を実需者からの要望が強いレンガ積てん茶炉に

統一することで他産地との差別化を図り、需要の拡大、契約栽培の増加を目
指す。

地域における独自の取組

・「ぎふクリーン農業」に産地全体で取り組み、環境にや
さしいお茶づくりを推進

〈主な取組〉

岐阜県
揖斐川町
桂地区

【産地の体質強化に向けた方策】
①風味の良い高品質な荒茶加工のためのレンガ積てん茶炉の導入
②品質改善のための既存てん茶炉の高度化、合組機の導入
③関西茶業振興大会への積極的な出品と上位獲得による産地のＰＲ

取組成果

【事業実施による直接効果】
①荒茶の加工方法にこだわることによる

他産地との差別化効果
②高品質加工による需要拡大、契約栽培

増加効果

契約栽培が
３６％増加

（達成率１００％）岐阜県
揖斐川町
いび川農業協同組合

揖斐川町農業再生協議会

①計画の策定・管理
②取組計画への助言

・協議会と取組主体との
情報共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）等に
よるサポート体制

指導・助言

取組主体（桂茶生産組合）

①取組計画の作成
②取組実施 等

情報共有

53%

Ｈ27 Ｈ29 Ｈ30

90% 89%
目標値
89%

（基準年） （目標年）
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成29年度：計画作成主体：設楽町農業再生協議会）（愛知県）

取組の概要

対象品目 ：施設野菜（トマト・ミニトマト）
（産地面積：1.76ha(中山間地域)）

主な取組主体：農業者６名
成果目標 ：総販売額の10％以上の増加

基準（H28年度） 72,939千円
目標（R１年度） 88,361千円

導入施設等 ：生産支援事業
（養液栽培装置、選別機等の
リース、ハウス資材の導入）

ポイント

産地体制

【産地の課題及び取組方向】
既存農家の高齢化・減少が進む中、新規就農者及び中核農家の栽培管理能

力の底上げと均一化を図り、TPPに伴う影響に耐えうる産地として競争力を高
めていく必要がある。

このため、養液栽培装置、選別機等選別機等の導入とハウス環境改善を行
い、トマト・ミニトマトの収量及び品質を向上することにより総販売額の増
加を目指す。

地域における独自の取組

〈主な取組〉

・新城設楽農林水産事務所
（県）
・設楽町
・愛知東農業協同組合

農業者６名

情報共有

指導・助言

【産地の体質強化に向けた方策】
①収量及び品質を向上するための養液栽培装置等の導入
②出荷調製作業の効率化のためのミニトマト選別機の導入

取組成果

【事業実施による直接効果】
①収穫期間の長期化による収量向上効果
②ハウス内環境改善による品質向上効果
③収穫量の増加による販売額増加効果

総販売額が
２９％増加

（達成率１３７％）

愛知県
設楽町

・ヤシがら研究会の開催
生産者・JA・資材メーカー・県等が参加し、優良

農家の視察や情報交換等を通して、ヤシがら培地養
液栽培の技術向上を図る

72,939千円

Ｈ28 Ｈ30 Ｒ1

77,448千円
94,104千円

目標値
88,361千円

（基準年） （目標年）
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：伊勢市農業再生協議会）（三重県）

取組の概要

対象品目 ：野菜（青ねぎ）
（産地面積：64.1㏊）

主な取組主体：伊勢農業協同組合
成果目標 ：総販売額の10％以上の増加

基準（H27年度） 325,805千円
目標（H30年度） 370,704千円

導入施設等 ：整備事業（育苗施設）

ポイント

産地体制

【産地の課題及び取組方向】
当産地では、JAが中心となり青ねぎの規模拡大、新規就農者の育成により

作付面積が拡大しており、既存の共同育苗ハウスでは供給量が不足している。
このため、共同育苗ハウスを新設することにより、生産量を増加し、総販

売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・JA子会社によるねぎ栽培の研修体制を確立し、新た
な担い手を育成するとともに、新規就農者には栽培に
適した圃場を斡旋するなど就農を支援

・ネット資材の設置による強風対策や冬期に温暖な南
伊勢町へ産地拡大し、周年安定出荷

〈主な取組〉

・伊勢農林水産事務所
（県）
・伊勢市
・南伊勢町

伊勢農業協同組合

情報共有

指導・助言

【産地の体質強化に向けた方策】
①高品質苗の供給量増加のための共同育苗ハウスの導入
②育苗の労力・コスト低減による産地の拡大

取組成果

【事業実施による直接効果】
①苗の安定供給による産地体制強化効果
②育苗の省力化による規模拡大効果
③高品質苗の供給による品質向上効果
④生産量の拡大による販売額増加効果

総販売額が
２５％増加

（達成率１８２％）

三重県
伊勢市
（南伊勢町も受益
対象に含まれる）

325,805千円

Ｈ27 Ｈ29 Ｈ30

407,390千円目標値
370,704千円

（基準年） （目標年）

339,959千円
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産地パワーアップ事業の取組事例 （平成２８年度：計画作成主体：京都市地域農業再生協議会）（京都府）

取組の概要

取組の概要 ：施設園芸を取り入れた生産力の強化
計画作成主体：京都市地域農業再生協議会
対象品目 ：トマト

(産地面積：1.2ha(都市近郊地域))
取組主体 ：上賀茂養液研究会
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
助成金の活用：整備事業（生産技術高度化施設）
状況

ポイント

産地の現状と目標

〈現状:H25～27年度平均〉

〈目標:H30年度〉

作付面積 ：1.2ha（出荷数量：281t）
収量 ：22ｔ/10a
販売額 ：8,684千円/10a

作付面積 ：1.0ha（出荷数量：181t）
収量 ：18t/10a
販売額 ：6,684千円/10a

取組成果推進体制

地域の関係者（京都市、京都乙訓農業
改良普及センター、京都市農業協同組合、
農業関係者等）が一体となり、事業を推進。

既存のトマト養液栽培施設
に加え、新たに低コスト耐候
性ハウスを導入し、養液栽培
トマトの生産力の強化を図る。

さらに、ブランド化を図り、
有利販売を実現することで、
10a当たり販売額の10％以上
の増加を実現。

地域における独自の取組

○ 通年出荷を目指したトマト養液栽培の
実践、先進地視察研修等を実施。

○ 京都府「京野菜生産加速化事業」を
活用して自走式電動作業車を導入、生
産効率の向上に取り組んだ。

〈府・市町村単独事業〉

〈主な取組〉

地区の概要

京都府
京都市
北区・左京区

9,089千円/10a

6,684千円/10a

Ｈ25～27年度
（平均）

Ｈ30年度
（目標年）

目標値
8,684千円/10a

○ 施設園芸を取り入れた生産力の強化
低コスト耐候性ハウスの導入により、
トマトの生産力の強化、安定生産を実
現。

○ 生産力の強化により販売額が増加し、
京都市北区・左京区の産地強化を実現。

18
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：鳥取市農業再生協議会） （鳥取県）

取組の概要

取組の概要 ：農産物処理加工施設の整備

計画作成主体：鳥取市農業再生協議会

対象品目 ：らっきょう（露地野菜）
（産地面積:117ha）

主な取組主体：鳥取いなば農業協同組合

成果目標 ：販売額の10％以上の増加

助成金の活用：整備事業（農産物処理加工施設）
状況

ポイント

産地の現状と目標

〈現状:H27年度〉

〈目標:H30年度〉

露地面積：117ha

販 売 額：930千円/10a

露地面積：117ha

販 売 額：846千円/10a

取組成果

○施設整備によって衛生環境が改善され、
品質管理にかかる負担の軽減。

○処理能力が向上することで安定的な出荷
体制が実現し、販売力の強化。

○市場動向に左右されにくい加工品への取
組強化により、農家所得の安定化。

推進体制

○地域の関係者（生産者、鳥取いなば農
業協同組合、県（農林事務所、普及所、
試験場）、鳥取市が一体となり、事業
を推進。

○加工施設の機能向上により、加
工らっきょうの生産能力が向上
する。これにより、豊作年の価
格暴落が回避でき、価格の高位
安定化が図られ生産者所得の向
上が期待される。

○また、現施設以上に衛生管理の
徹底が容易となり、安定したブ
ランド維持と販売が可能となる。

地域における独自の取組

○ブランド力向上に向け、H17年に「砂丘ら
っきょう」の商標登録を取得。
H28年には生らっきょうを対象とする農林
水産省GI（地理的表示保護制度)登録を取
得。（｢鳥取砂丘らっきょう｣｢ふくべ砂丘
らっきょう｣）

○現在、加工らっきょうを対象とするGI取得
に向けた申請を行っている。

○また、地元において特産品としての認識を
深めるため幼稚園、小学校、中学校を対象
とした植付、収穫体験や漬け方講習会を行
うなど、食農教育の取組を行っている。

〈主な取組〉

地区の概要

鳥取県
鳥取市福部町地区

次の100年を目指します！

販売額が16％増加
（達成率158％）

目標値
930千円/10a

実績値（販売額） 19



産地パワーアップ事業の取組事例（平成２８年度：佐那河内村農業再生協議会・徳島市農業再生協議会）（徳島県）

取組の概要

取組の概要 ：果樹産地の競争力強化
計画策定主体：佐那河内村農業再生協議会・徳島市農

業再生協議会
対象品目 ：果樹

（みかん・すだち・キウイフルーツ）
主な取組主体：徳島市農業協同組合
成果目標 ：集出荷コストの10％以上の削減
助成金の活用：整備事業
状況 (集出荷貯蔵施設等再編利用)

ポイント

産地の現状と目標

〈現状：平成27年度〉

〈目標：平成30年度〉

作 付 面 積 ：みかん 26.7ha

すだち 41.9ha

キウイフルーツ 7.1ha

計 75.8ha

集出荷コスト：49,262千円

作 付 面 積 ：みかん 28.8ha

すだち 37.4ha

キウイフルーツ 6.6ha

計 72.8ha

集出荷コスト：66,134千円

取組成果

42,418千円

66,134千円

Ｈ27
（基準年）

Ｈ30
（目標年）

○集出荷場を集約再編することで、品質が向上し、
コストが低減した。
分業化により省力化が実現した。

○競争力のある集出荷体制が整備され、今後、産
地の維持や収益の向上が期待される。

推進体制

地域の関係者（佐那河内村、
徳島市、徳島市農業協同組合、
徳島農業支援センター、農業関
係者等）が一体となって事業推
進。

○既存の３施設を集約再編するこ
とで、施設の利用率の向上や集
出荷コストの低減を図るととも
に、共同選果による出荷作業の
分業化により農業者の労力負担
を軽減することで産地の収益の
向上につなげる。

○出荷物の一元管理により、品質
の統一や周年供給による安定出
荷など販売力の強化が図られる。

地域における独自の取組

○業務需要に対応した包装資材
の簡素化により新規需要開拓
を推進。

○各種イベントでの消費宣伝、
果樹オーナー制度等、消費者
へのＰＲによる認知度を向上。

○ＪＡ営農センターを設置し、
営農指導を強化し栽培技術や
品質を向上。

〈主な取組〉

地区の概要

徳島県
佐那河内村･徳島市地区

目標値
49,262千円

集出荷コストが３６％減少
（達成率１４１％）

Ｈ29

53,936千円
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28～29年度：計画作成主体：三豊市地域農業再生協議会）（香川県）

対象品目 ：うんしゅうみかん
（産地面積：3.8㏊）

主な取組主体：ふるーつ物語推進会、農業者12名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度） 358千円/10a
目標（H30年度） 393千円/10a

導入施設等 ：生産支援事業
（マルチ栽培用資材）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
マルチ栽培を袋掛け栽培及び樹成り完
熟栽培に組み合わせることで、正品の
出荷量が向上

【事業実施による間接効果】
出荷量の向上により、単位面積当たり
の販売額が増加し、地域全体の農業所
得が向上

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

近年は、秋期の降雨や温暖化により、糖度低下や浮皮が助長される傾向にあり、
高品質安定生産が難しくなっている。
そのため、夏期からマルチ栽培を行い、秋期の降雨の土壌への浸透を遮断する

ことによって、糖度の向上とともに浮皮発生のリスクを軽減させ、高品質化によ
り販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

県、市、JAが連携して事業推進や進行管理に取り組む

とともに、目標が達成できるように、技術面からの指導
及び支援を行う。

〈主な取組〉

・事業推進の支援
・事業の進行管理

袋掛け栽培
樹成り完熟栽培

【産地の体質強化に向けた方策】

糖度向上や浮皮軽減等の効果が高く、高品質果実の安定生産が図られる「マルチ栽培」
に必要なマルチ栽培資材の導入支援

取組主体

販売額が28％増加
（達成率284％）

取組の概要

459千円/10a

358千円/10a

Ｈ27 Ｈ30Ｈ28 Ｈ29

459千円/10a
424千円/10a

導入

J A

指導・助言

目標値
393千円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（販売額）

香川県三豊市
仁尾地区

・事業推進の管理

市

マルチ栽
培用資材

・関係機関
及び団体と
の連携

・技術面の
指導及び
支援

普及センター等

21



産地パワーアップ事業の取組事例（平成29年度：計画作成主体：朝倉地域果樹産地協議会） （福岡県）

取組の概要

対象品目 ：いちじく「とよみつひめ」
（産地面積：11.8㏊）

主な取組主体：筑前あさくら農業協同組合
とよみつひめ部会

成果目標 ：販売額の10％以上の増加
基準（H28年度） 81.8万円/10a
目標（R元年度） 90.0万円/10a

導入施設等 ：生産支援事業（生産資材の導入）

ポイント

取組成果

推進体制

地域の関係者（朝倉市、筑前町、東峰村、JA筑前あさく
ら、県）が一体となって事業を推進

【産地の体質強化に向けた方策】
降雨による果実品質低下を防ぐとともに、着色向上を図るため、簡易雨

よけハウスや反射シートマルチの資材導入。

地域における独自の取組

○ 県、市町と連携した広報、相談会、説明会等、多角的
に新規栽培者を確保

○ 「高収益型園芸産地育成事業」等を活用して、パッケー
ジセンターや光殺菌装置を整備し、出荷調製労力の削減
による経営規模拡大や、出荷後の腐敗防止による商品
力強化を促進。

〈県・市町村単独事業〉

〈主な取組〉

～「とよみつひめ」の販売額～

福岡県
朝倉市
筑前町
東峰村

【産地の課題及び取組方向】
降雨等による果実品質の低下が問題となっており、高品質果実の安定生産・

出荷を行える環境を整備し、いちじく「とよみつひめ」の販売額の10％以上の増加

を目指す。

【事業実施による直接効果】

簡易雨よけハウスにより降雨を遮断
し、果実品質低下を防ぐとともに、反射
シートマルチにより着色向上を図ること
で、果実品質と出荷量が安定。

【事業実施による間接効果】

販売額の増加により、生産者の所得
向上につながり、いちじく「とよみつひ
め」の産地強化を実現。

Ｈ28
（基準年）

Ｈ29 H30 R1
（目標年）

実績値（販売額）

10aあたりの
販売額が40％増加

（達成率324％）

81.8万円
／10a

81.0万円

／10a

94.2万円
／10a

108.4万円
／10a

目標値
90.0万円／10a
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産地パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：嬉野市農業再生協議会） （佐賀県）

取組の概要

取組の概要 ：荒茶加工用機械の導入による2番茶
での釜炒り茶生産体制の整備

計画作成主体：嬉野市農業再生協議会
対象品目 ：茶（産地面積：５７．１１ｈａ）
主な取組主体：佐賀県農業協同組合
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
助成金の活用：整備事業（農産物処理加工施設）
状況

ポイント

産地の現状と目標

〈現状:H27年度〉

〈目標:H30年度〉

荒茶販売額：186,085円/10a
(1番茶167,078円/10a 2番茶19,007円/10a)

取組成果

186,085円/10a

目標値
214,835円/10a

Ｈ27
（基準年）

【事業実施による直接的効果】
釜炒り茶ラインの増設により、 ２番茶の販売
力が向上し、単位面積当たりの荒茶販売額
が40.8％増加。

【事業実施による間接的効果】
当該荒茶は被覆を要しないなど、2番茶生産
の省力化が図られた。

推進体制

地域の関係者（嬉野市、佐賀県農業協
同組合、西九州茶農業協同組合連合会、
農業関係者等）が一体となり、事業を推進。

○ 茶市場において、釜炒り茶の

２番茶は普通煎茶及び蒸製玉緑

茶よりも高単価で取引。

○ 釜炒り茶製造ラインの増設に

より、２番茶での所得確保を図

る。

地域における独自の取組

○ 共同茶工場の整備にあわせて、生葉生
産農家の集約や、やぶきたから早生・晩生
の優良品種への改植による摘採期分散を
推進。

〈主な取組〉

地区の概要

佐賀県
嬉野市

荒茶販売額：214,835円/10a
(1番茶167,078円/10a 2番茶47,757円/10a)

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30
（目標年）

262,045円/10a

242,833円/10a

191,078円/10a
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販売額が40.8％増加
（達成率264.2％）



対象品目 ：野菜（ブロッコリー）（産地面積153.8ha）
主な取組主体：西部ブロッコリーパワーアップ組合他
成果目標 ：販売金額の10％以上の増加

基準（H27年度） 576,401千円
目標（R2年度） 667,304千円

導入施設等 ：整備事業（育苗施設）（育苗ハウス1,058㎡）
生産支援事業（機械リース、生産資材の導入）

（リース：乗用半自動移植機、乗用管理機等、
資材：べたがけ資材）

産地パワーアップ事業の取組事例（平成28～30年度：計画作成主体：雲仙市農業再生協議会） （長崎県）

ポイント

期待される事業効果推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

ブロッコリーは収益性が高い品目として作付が行われている
が、経営規模の拡大に伴い、市場ニーズへの対応や雇用労働力
活用のために、安定的な生産体制の構築が一層求められている。
そのため、高品質かつ安定した苗の供給体制を整備すること

で、出荷量の拡大を図るとともに、省力化機械の導入による栽
培面積の拡大、生産安定化を目指す。

地域における独自の取組

○製氷機の導入による出荷品質の安定化
○若手後継者会の活動支援（現地検討会、定例会）
○新規就農者に対する技能研修および農地確保

〈主な取組〉

雲仙市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・島原振興局（県）
・雲仙市
・島原雲仙農協

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、市）及び農協
によるサポート体制

【産地の体質強化に向けた方策】
①計画的な定植の実現および増収のために、育苗施設を導入

②省力化および規模拡大のために、乗用半自動移植機、乗用型管
理機などの省力化機械をリース導入

③厳寒期における安定生産、出荷のために、べたがけ資材を導入

指導・助言

販売額が62％増加

取組の概要

576,401千円

Ｈ27
（基準年）

Ｈ28

589,471千円

長崎県雲仙市愛野・吾妻地区
（愛野町、吾妻町）

【事業実施による直接効果】

①単位面積当たりの販売額が高いブロッ
コリーの作付面積、生産量の拡大

②育苗ハウスの導入により気象災害に左
右されない計画的かつ優良苗の生産

③リース支援による初期投資の節減効果

④べたがけ資材による厳寒期の安定生
産と作型分散

【事業実施による間接効果】

①苗質の向上による生産拡大および安
定出荷、ロットの確保により、有利販売
が可能

（達成率 ３９３．０％）

目標(R2)
667,304千円

Ｈ30 R1

760,073千円

933,649千円

639,811千円

Ｈ29
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成28年度：計画作成主体：日南市農業再生協議会）（宮崎県）

対象品目 ：果樹（きんかん）
（産地面積45.3㏊）

主な取組主体：JAはまゆう、生産者
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度）785千円/10a
目標（H30年度）895千円/10a

導入施設等 ：整備事業（集出荷施設）
生産支援事業 （自動開閉装置）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
・選果品質の向上及び選果時間の短縮
・温度管理の適正化

【事業実施による間接効果】
・ブランド品率の向上による有利販売の拡大
・温度管理の適正化による開花期加温技術
の精度向上

・Ａ品率及び１月出荷割合の増加

推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

・ 他産地に比べ選果・選別の精度が低いため、選果能力の向上を図る必要がある。

・ 農家個人による選果が必要なため、作業労力を要する。

・ 品質・収量を向上するため、栽培技術等の向上を図る必要がある。

地域における独自の取組

・農家個々の技術力等を客観的に評価（見える化）した産地分析
の実施
・個々の生産力に応じた研修・講習による品質向上とブランド品
の割合の向上

〈主な取組〉

日南市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（ＪＡはまゆう）
①取組計画の作成
②取組実施 等

・南那珂農林振興局（県）
・日南市
・串間市

情報共有

・再生協議会と取組主体
（ＪＡはまゆう）との情報共有

・行政機関（県、市）及び農協に
よるサポート体制

宮崎県
日南市・
串間市

【産地の体質強化に向けた方策】

出荷数量・販売単価等のデータを集約・分析し、農家個々の技術力等を客観的に評価

（見える化）して産地分析を行う。このことにより、農家の技術レベルに応じた体系的な研

修を実施する。併せて、自動開閉装置の導入による温度管理の省力化、非破壊選果機

の導入による労働時間の短縮・選果能力向上など、総合的な収益力向上の取組により

農家の所得向上及び産地力強化を目指す。

指導・助言

販売額が56.4％増加
（達成率402.7％）

取組の概要

【目標】
895千円/10a

785千円/10a

Ｈ27
(基準年)

Ｈ30
（目標年）

Ｈ28 Ｈ29

1,041千円/10a

1,087千円/10a

選果機による選果の状況

1,228千円/10ａ

25



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成29年度：計画作成主体：名護市担い手育成総合支援協議会） （沖縄県）

対象品目 ：地域特産物（ウコン）
（産地面積28.5㏊）

主な取組主体：生産者（４団体及び個人）
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H28年度）101,890,750円
目標（R元年度）112,079,825円

導入施設等 ：生産支援事業
（機械リース（トラクター、
サブソイラー等５台））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①機械のリース導入により、作業受託体制

が整い、規模拡大する農家が増加。

【事業実施による間接効果】
①産地全体の生産者数の増加

（H28：136人→R1：177人）
②栽培面積の大幅な増加（29ha→42ha）

【産地の課題及び取組方向】

沖縄産のウコンは健康食品の加工原料用として需要が高い。当該地区はウコン
の産地として県の認定を受け、加工施設も地区内に複数あるが、供給が追いつい
ていない状況である。そこで中心的な経営体にトラクター等の機械を導入し、規
模拡大を図るとともに、効率の良い生産体制を確立し、販売額10％以上の増加を
目指す。

地域における独自の取組

・産地内で栽培から加工、販売までを地域で一貫して行
う体制を構築。また、併せて農作業受託体制を構築。

・市単独事業で肥料代を補助し、土づくりを支援。

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
効率の良い生産体制を確立し、規模拡大を図るため、トラクター、サブソイラー、植付け

機、堀取り機などを導入。

総販売額が40％増加
（達成率400％）

取組の概要

142,724,260円

101,890,750円

Ｈ28 R元Ｈ30

116,625,220円
目標値
112,079,825円

（基準年） （目標年）
実績値（総販売額）

沖縄県
名護市

産地体制

・地区内で生産されたウコンを

集荷、加工することで、選果調
整作業や輸送の集約によるコ
スト減

・計画の目標達成に向
けた指導

・栽培における課題解
決に向けた支援（新規
農薬登録）

加工業者１社

普及センター、市等

指導・
支援

出荷

実
需
者

需要に応じた供給

品質・単価等の共有

栽培農家
取組主体

機械リース
作業
委託

地区内
生産者
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